
新型コロナウイルス感染症に伴う 緊急支援策

　新型コロナウイルス感染症の影響により令和２年２月以降に収入が減少した場合、
令和２年度（令和２年７月から令和３年６月まで）の国民年金保険料の臨時特例免除
が受けられます。希望する人は、申請が必要です。
　申請方法や申請書様式などは、日本年金機構のホームページで確認できます。

問日本年金機構  諫早年金事務所　☎０９５７－２５－１６６２
　南島原市 健康づくり課　☎７３－６６４１または 各支所

新型コロナウイルス感染症の影響に伴う
国民年金保険料免除について
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固定資産税の軽減措置について
問税務課　☎７３－６６４２

　中小事業者などが所有する事業用資産に係る固定資産税について、令和３年度分に限り軽減措置を受ける
ことができます。

●対象者
　新型コロナウイルス感染症の影響により、事業収入が
減少している中小事業者など

●対象資産
　事業用家屋および償却資産

●軽減率
　令和２年２月から10月までの連続する 3 カ月間の事
業収入が、前年同期比で減少した割合に応じて軽減さ
れます。
　①50％以上減少した場合…全額
　②30％以上 50％未満減少した場合…２分の１

●その他
　・令和３年度償却資産の申告書の案内時に、申告書を
同封します（市ホームページからダウンロードもで
きます）。

　・申告の際に、税理士、商工会など（中小企業庁が指定す
る認定経営革新等支援機関）による証明が必要です。

し令和３年２月１日
も認定経営革新等支援機関
から証明を受け、償却資
産申告書と一緒に申告し
てください。

中小・小規模事業者等
事業継続支援金

問商工振興課　☎７３－６６３３

●対象者
　市内に住所を有する個人または主たる事務所を有す
る法人
※農林漁業体験民宿事業者には、別の支援制度があります。

●支給要件…以下のすべてを満たす事業者
①新型コロナウイルス感染症の影響により、原則とし
て最近１カ月の売上高が前年同月比で 20％以上
減少しており、かつ、その後２カ月を含む３カ月分
の合計売上高などが前年同期比で 20％以上減少
することが見込まれること
②市税を滞納していないこと
③申請者などが暴力団に関与していないこと

　新型コロナウイルス感染症の影響により、経営が困窮している市内事業者や農業者・漁業者などの皆さんの
事業継続を後押しするために支給している以下の支援金について、受付期間を令和３年２月26日まで延長しま
した。なお、すでに支給を受けた事業者は対象外です。

事業継続支援金の受付期間を延長しました

市役所の担当課がわからないときは ☎73－6600 へ南島原市役所

15万円個　人

30万円
個人（社会保険に加入する従業員
が５人以上）または法人

●支給金額

15万円個　人

30万円
個人（社会保険に加入する従業員
が５人以上）または法人

●支給金額

農林水産業事業継続支援金
農業者…問農林課　☎７３－６６６１
漁業者…問水産課　☎７３－６６６２

●対象者…以下のすべてを満たす事業者
①令和２年５月１日現在で市内に住所を有し、農業・
漁業を主業として営んでいる個人または法人、農
業・漁業に関連する法人
②令和２年５月１日現在で３カ月以上事業を営んで
おり、引き続き事業を継続する意思がある人

●支給要件…以下のすべてを満たす事業者
①新型コロナウイルス感染症の影響により、令和２年
３月から令和３年１月までの期間で連続した３カ
月の合計売上金額が、前年または前々年同期比で
20％以上減少していること
②農業または漁業の収入が全収入の50％以上あるこ
と
③市税を滞納していないこと
④申請者などが暴力団に関与していないこと

事業収入減に伴う特例

　新型コロナウイルス感染症の影響を受けながらも、新規に設備投資を行う中小事業者などに係る固定資産
税を３年間減免します。

●対象者
　先端設備等導入計画の認定を受けた中小事業者など

●対象資産
　導入計画に基づき、新たに取得した事業用家屋、構築
物および償却資産

●軽減率…全額
※詳細は、中小企業庁のホームページをご覧ください。

し令和３年２月１日
も償却資産申告書と一緒に
申告してください。

先端設備投資に伴う特例
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❶ 中小事業者などであることの確認（法人の場合）
❷ 事業収入の減少の確認
❸ 特例対象家屋の居住用・事業用割合の確認
　 特例の対象資産について事業専用の部分を所得税青色申告決算書、収支内訳書などを用いて確認。

認定経営革新等支援機関などが確認した
申告書および同機関に提出した書類一式
（上記❶～❸の書類）

中小事業者など 市  町  村

認定経営革新等支援機関など

① 確認依頼 ② 申告書発行

③ 軽減申告

※該当する可能性が高い場合は、あらかじめ税務課にご相談ください。

中小企業庁


